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A Problem of “Not Take The Required Subject,'World History' in Japanese High School" and Prospects forThe New Subject 
“The Fundamentals of Geography and History" in Japanese High School




2006 年に明らかとなったいわゆる｢ 世界史未履修問題｣ は､ 社会科教育のおり方はもちろん､ 高
校教育全般のおり方を問う事柄として大きく取り上げられたことは記憶に新しい｡ その対応を含め
て､ 高校地歴科への新科目導入を模索する､日本学術会議｢高校地歴科教育に関する分科会八以下｡
｢分科会｣ と記す）は､ 世界史必修を見直し､ 新たな必修科目創設のための議論を提起した｡｢ 分科
会｣ は､2008 年6 月に公開ｼﾝ ﾎﾟｼﾞｳﾑ｢ 高校教育における時間と空間認識の統合一世界史未履修
問題をどう解決するかｰ｣ を開催､2011 年4 月には最終案作成にむけた公開ｼﾝ ﾎﾟｼﾞｳﾑ｢ 新しい
高校地理･ 歴史教育の創造－ｸﾞﾛｰ ﾊﾞﾙ 化時代を生き抜くためにｰ｣ を開催するとともに､ 同年6
月､ 世界史必修にかわって世界史Ａと日本史Ａを統合した｢ 歴史基礎｣（2 単位）と地理Ａを組み替
えた｢ 地理基礎｣（2 単位）を新設し､ 両科目をともに必修とする提言案をまとめることを明らかに
し1､ 同年8 月､ 当提言が｢ 新しい高校地理･ 歴史教育の創造－ｸﾞﾛｰ ﾊﾞﾙ 化に対応した時空間認
識の育成一｣（以下､｢ 提言｣ と記す）として公表された2｡ こうした､ 歴史学者らを主体とした日
本学術会議における｢ 分科会｣ の動向は､ とかく､ 社会科教育のあり方について冷淡であった歴史
学会等の状況を省みれば､ 画期的なものであったと捉えることができる｡ しかし､ その一方で､｢ 分
科会｣ が今回とりまとめた｢ 提言｣ が､ 果たして実m 吐を持つものとなりうるかどうかという点で
は､ いくつかの検討課題を有するものかおるといえる｡
そうした問題意識をもとにしながら､ 本稿の目的とするところは､ 以下の二点てある｡ 第一に､
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｢歴史基礎｣｢ 地理基礎｣ とともに､｢ 分科会｣ においても議論の対象とされながら否定的に捉えら
れがちな｢ 地歴基礎｣ 導入についてそれを積極的に評価し､ その基盤的な発想として筆者の提起す





｢提言｣ は､｢ 高校生たちに｢ 時間認識と空間認識をﾊﾞﾗﾝｽ のとれた形で教育すること｣ の重
要性を確認｣3 した中で､ 高校地理歴史科における新科目創設を模索するものだが､ 一方で､ そう
した論議の前提となったのは､｢ 平成18 （2006）年秋にﾏｽﾒ ﾃﾞｨｱ によって大々的に取り上げら
れた高等学校における｢ 世界史未履修問題｣ の解決策の検討｣4 を柱として2007 年5 月に組織され
た､ 第20 期日本学術会議における分科会の議論にはじまるものであり､ それが､ 第21 期にも引き
継かれ､ 当｢ 提言｣ が発表されるに至った｡ 高校地理歴史科における新科目設置議論の端緒となっ
た､｢ 世界史未履修問題｣ とは､ 果たしていかなる事柄であったのか｡ また､ どのような点が｢ 問題｣
であったと捉えるべきなのか｡｢ 世界史未履修問題｣ をめぐっては､ ｼﾞｬｰﾅﾘ ｽﾞﾑ の格好の題材と
されながら､ それに関する本格的な論考は､ 西岡尚也5､ 安井萌6によるものが見える程度であり､
なおかつ､ 学校現場の教員の立場からそれを論じたものはほとんどないといってよい｡ 本節におい
ては､ 高校地歴科新科目設置論議の前提となったともいえる｢ 世界史未履修問題｣ について､ 正に
現場教員としてそれに直面した筆者が､｢ 世界史未履修｣ を強行せざるをえなかった学校側の実情
と､ それに対する生徒の反応を中心に論ずることとし､ 学校現場がその対応に苦慮した､ 教育課程
の歪みについて指摘することとする｡
そもそも､｢ 世界史未履修問題｣ とは､2006 年10 月､ 富山県立高岡南高校に関する報道7 を契機
として､ 高等学校の主導で､ 高校地歴科における必修科目｢ 世界史Ａ｣ または｢ 世界史BJ を形式
上､ 履修したこととして､ 実際には､ 他科目を履修させていたことが明らかになった問題で､｢ 地歴｣
のみならず｢ 情報｣ など他教科も含めて､ 全国各地で､ 必修科目の未履修が常態化していることが
明るみとなり､ 対応に苦慮した学校長の中に自殺する者が出るなど社会問題化した事柄である｡ 当
時､ いわゆる進学校として位置づけられる地方公立高校の地歴･ 公民科教員であった筆者もその対
応に追われた一人であった｡ 当校において､ この年､2 年次理系の｢ 日本史Ｂ｣4 単位を教えてい
た筆者は､ 急きよ､11 月に､ 生徒に｢ 世界史Ａ｣ の教科書を購入させ､ この時から｢ 世界史Ａ｣ の
授業を展開することとなった｡ 当科目が､ 教育課程上では｢ 世界史Ａ｣2 単位･｢ 日本史Ａ｣2 単位
を授業することとなっていながら､ 実際には｢ 日本史Ｂ｣4 単位を授業する､ という､ いわゆる｢ 世
界史未履修｣ にあたる科目であったからである｡ この問題を受けて､ その後､ 急きよ､ 教育課程の
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再編がな され地歴･ 公民の配当単位数か変更されるなど､ 教員･ 生徒双方とも大い に困惑しつつ､
当校は､ その対応 に迫られることとなった｡
この問題に関しては､ ともすれば､ 受験結果のみを重視した学校側のいびっな対応､ 高校教員側
の受 験に必要のない科目の切り捨て､ といったことがやり玉に挙げられた｡ 論考においても､ 未履
修問題を めぐる当事者 としての学生の意識を分析した安井萌は､ 人文社会学部学生に未履修者が低
いことを挙げて｢ 世界史をはじめとする地歴科目をきちんと学べば学ぶほど､ 高校生の人文社会系
の学問に対する関心は高まる｣8 とするやや無理のある結論を引き出しつつ9､ 未履修問題について､
田城賢司による｢ 学校としての最大の問題は､ 受験とい う名 目であれ生徒の学習権を奪ってしまっ
たことにある｣1  0とする､ 評論家然とした､ 当事者意識からはおよそかけ離れたｺﾒﾝﾄ を引きな
がら､ 未履修問題を｢ ある種の｢ 人権問題｣｣ としてくくり､ その問題 の｢ 本質｣ として｢ 学校がそ
れをあえて行い､ 生徒に不利益を与えたところ｣1  1と帰している｡ また､ 歴史教育研究者 の立場に
ある原 田智仁も､｢ 受験科目にあろ うとなかろ うと､ 高校生に必要な知識やﾘﾃﾗｼｰ であれば､ き
ちんと指導し評価するのが教員や学校の務めではない か｡（中略）未履修を推進し､ その背後であた
かも履修 させてい るかのごとく教育課程の二重帳簿を作成するとは｡ もはや耐震偽装や食品の偽装
を笑えまい｣ として､2005 年末に発覚した耐震偽装問題等と同列に扱いながら､ 世界史未履修問題
にみる学校現場のおり方を痛烈に批判してい る1 2｡ﾏｽｺﾐ も含めて､ 当時から､ そうした言がも
っ ともらしく流布 されたものだが､ 学校･ 教員 が､｢ 生徒に不利益を与え｣ ることをあえて甘受しな
がらも､未履修状態とせざるをえなかった状態に対して､何ら論ずるところがないこれらの主張は､
到底受け入れがたいものがある｡ 当然ながら､ 教員側か世界史授業をあえて忌避し､ それを意味の
ないものとして捉えていたわけではない からであり､ そ うした点での現場教員の苦悩が､ こうした
無責任な言には､ 何ら反映 されていないからである｡
学校現場が､ 世界史未履修を断行せざるをえなかった要因には､ 週5 日制の導入で授業時間数が
削減され､ 授業単位数の確保に窮々とする中､｢ 情報｣ や｢ 総合的な学習の時 間｣ などの新設科 目が
組み入れられた経過での苦渋の選択であったとい うことがある｡｢ 提言｣ もまた､ 文部科学省の資料1  3
を引きな がら｢ 未履修状況の年次別の変化をみると､｢ 総合的な学習の時間｣ が導入 され､ 全体の単
位 が3 割削減 された1998 年度に15.4% と倍増し､ 週5 日制に移行した後の2003 年度には78.7% を
記録｣ したことを挙げ､｢ 世界史未履修問題の背景には､｢ 総合的 な学習の時間｣ の導入や総単位数
の削減､ 週5 日制への移行などによる総授業時間数の減少も影響していることが明らか｣ として､
未履修問題に関する客観的な分析を行っているが1 4､ 特に､ い わゆる進学校を中心にして､ そこで
の新たな｢ 対応｣ が求 められることとなったのがこの時期であったといえる｡ 授業時間数が削減さ
れながらも､ 大学入試においては従前の知識偏重の態勢 がそのまま維持 されたことから､ 従来 の受
験対応をそのまま保持するほかなく､ あまつ さえ､ い わゆる学力低下も論議 の的となり､ 新入生の
基礎学力不足が懸念材料ともされていた時期で､ 授業単位時間数削減に応じる教科はほとんどなか
ったと考えられるからである｡
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当校においても､ そうした状況は同様で､ 結果的に､ そのしわ寄せは､ 国語･ 数学･ 英語の主要
三教科を除いた教科科目に向けられることとなり､とりわけ必修単位数の多い地歴･ 公民がその｢標
的｣ とされることになった｡ その結果､ それまでは､1 年次で｢ 現代社会｣2 単位｢ 世界史Ａ｣2 単
位で必修科目を履修させていたものが､1 年次の地歴･ 公民科目は｢ 現代社会｣2 単位のみとなり､
世界史の必修科目分か宙に浮くこととなった｡ 世界史の履修は､ 文系では､2 年次において､｢ 世界
史Ｂ｣3 単位｢ 日本史Ｂ｣4 単位を履修することで完遂することができたが､ 理系2 年次での地歴2
科目対応は､ 主要三教科に加えて理科を重点におくｶﾘｷｭﾗﾑ の下では実施は困難であった｡ そ
の結果､ 理系生徒に対する｢ 世界史未履修｣ が発生することとなったわけである｡
その実際の｢ 運用｣ では､ この時､ 理系･ 地歴科に与えられていた単位数は2 年次4 単位､3 年
次3 単位の計7 単位で､｢ 世界史Ｂ｣｢ 日本史Ｂ｣｢ 地理Ｂ｣ から1 科目選択し､ それを2 年次･3 年








のはあり､ また､ その変則的な対応に積極的に賛同する地歴･ 公民科教員など皆無であったが､ そ
の措置を､ 教員側は､ やむを得ざるものとして受け入れざるをえなかった｡ それは､ 学校現場の状
況や大学受験の実相を無視した｢ 上からの対応｣ に問題かおり､ 現場の教員は､ 実態に合わせた教
育を粛々と執り行っているという認識の下での行動であった｡ 未履修が｢ 横行｣ したとされる､ 週5








発生している｣ ということ､ また､｢ 世界史教科書における人名･ 事件名などの用語が年々増加し
ている｣ ことに加えて｢ 現場の教授法も､ 多くの場合､ 知識詰め込み･ 暗記中心のやり方がとられ
ているため､ 高校生に負担感を与え､ 世界史離れを助長している｣ といった事柄である｡ いずれも
首肯すべき指摘である｡ とりわけ､ 後者については､ その｢ 負担感｣ は日本史受験でも同様で､ 大
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学受験で必須とされる受験語句は､ 日本史Ｂを事例とすれば10000 個を越えるとされ1 6､それらを
ほぼ暗記し理解したうえで受験に臨むことが必須とされている｡ それに備えるならば､ 受験指導の




いえる｡ さらには､ 入試をめぐる問題とつながる事ではあるが､ 教師側の通史授業と語句理解への
強いこだわりもまた､ 未履修問題に連関する授業対応の課題である｡ 受験対策として問題演習等に
取り組ませていく中で､ 教師が最も危惧する生徒の反応に｢ 授業で扱っていない｣ という事柄があ
り､ それ故に､ 教師は､ 自らとまた生徒への受験に向けたいわばｱﾘ ﾊﾞｲ 作りのために､ 通史を細
かく触れていくことを身上としている傾向が強い｡ 同時に､ 教科書に載っている語句（特にｺﾞｼｯｸ
太字語句）は必ず授業で取り上げなくてはならない､ といういわば強迫観念さえ有しているとい
える｡ 他教科からみれば､ いわば無用ともいえる通史･ 語句へのこだわりが教師側にあり､ それが
先述の｢4 単位の教科書なのに‥｣ といった批判につながっていくわけであるが､ これもまた､ 現
状においては､ 致し方ない現実である｡
世界史未履修問題発生の背景としては､ さらに､｢ 地歴･ 公民｣ 枠内における現実対応の難しい
必修科目の設定であることも挙げられる｡ 教育課程上｢ 地歴｣｢ 公民｣ に分化されているとはいえ､
現実の学校対応としての教師集団は｢ 地歴･ 公民｣ として編成されているし､ 他教科からもそう見
なされ､ 校内の教育課程においても｢ 地歴･ 公民｣ として単位数の設定がなされていることが多い｡
しかしながら､ 教育課程における必修科目は｢ 地歴｣｢ 公民｣ それぞれにあり､ 現在は｢ 地歴｣ で世
界史Ａ科目または同Ｂ科目に加えて､ 日本史Ａまたは同B  ■地理Ａまたは同Ｂいずれか選択の2 科
目､｢ 公民｣ で現代社会が必修科目となっていることから､｢ 地歴･ 公民｣ で3 科目の必修科目が存
在する｡ この時､ 他教科で､ 同一教科内で3 科目もの必修科目が存在するものは皆無であった｡ こ
うした点から明らかなように､｢ 地歴･ 公民｣ の限られた枠内で､3 科目もの必修科目を履修させ､
なおかつ受験に対応した学力を身に付けさせるということは､ とりわけ地方進学校においては非常




もっとも､ いわゆる｢ 未履修問題｣ が全国的に話題となり､ 当校もその範躊にあることで教員側
はその対応に汲々とし､ ともすれば神経質になりがちであった状況の中､ 当の生徒の反応は意外に
も冷静であったことは印象深い｡2 年次｢ 日本史Ｂ｣ の授業が､11 月半ばになって､ 急遠｢ 世界史
Ａ｣ 対応となった当初の授業記録を確認すると､ 受講生徒は､ 次のようなｺﾒﾝﾄ を残している｡
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.｢（19 世紀初頭ｲ ｷﾞﾘｽ の三角貿易をめぐって）この構造図！ｲﾝ ﾄﾞが気の毒だ｡ 今まで日本史
の中で日本は最低だ､ 卑怯だ､ 同じ日本人として恥ずかしいと思っていたけど､ｲ ｷﾞﾘｽ も日本
と同類だ｡ ちょっと日本人として仲間意識ではないけれど､ うれしい気持ちだあ｡ もっともっと
世界を知りたいと思った｡｣（2006 年（以下年次省略）11月15 日）
｡｢（太平天国の動乱とｱﾛｰ 戦争をめぐって）太平天国について､ 中学校では受験前に名前だけ
を覚えた程度であったが､ 滅亡の所はよく分かったので良かった｡ 太平天国の政策で｢ｱﾍﾝ 禁
止｣ とあったが､ それについてｲ ｷﾞﾘｽ が動き出すのはやっぱりなと思った｡ 自分の国の利益ば
かり考え､ 他の国の争いに首を出すｲ ｷﾞﾘｽ に腹が立った｡（以下略）｣（U 月16 日）







筆者は､ 高校日本史Ｂの授業実践において､2 年次で近現代史を中心とし､3 年次に前近代史を
扱うこととしていた｡ 受験を意識することがまだ先の2 年次において､ ｸﾞﾙｰ ﾌﾟ学習や討論授業な
どを多く盛り込んで､ 帝国主義的発展の経過や近代戦争における動向など､ 幕末以降の近現代史を
より実感を持って学習させるための方策であった｡ この年の理系日本史Ｂも､｢ 開国｣ から授業をｽﾀｰﾄ
させ､10 月半ばまでに｢ 日中戦争｣ を終えていた｡ その後は､ 当地の地域史に関連する戊辰
戦争に関するｸﾞﾙｰ ﾌﾟ別の主題学習をはさんで､ 戊辰戦争とｱ ｼﾞｱ 太平洋戦争における当地の民衆
動向を授業化しつつ､ｱ ｼﾞｱ 太平洋戦争の経過と終結を Ｈ 月中に終え､12 月から2 月にかけて戦
後史を扱う予定であった｡ ところが､ そこにおいて想定外で求められることとなったのが世界史未
履修扱いの対応による世界史授業の実施で､ 夏休みのﾚ ﾎﾟｰﾄ 課題としていた戊辰戦争をめぐるｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ学習1 7 については予定通り実施した後､11 月半ばから､19 世紀初頭のｲ ｷﾞﾘｽ を主体とし
た世界情勢から世界史Ａの授業を開始した｡ 前述のように､ 教科書の急な手配やﾏｽｺﾐ への応対
など､ 学校側がその対応に苦慮したことはもちろん､ その混乱ぶりを目の当た引こした生徒側の動





思った｣ とする感想を残しているのである｡ こうした生徒の反応は､ いわゆる進学校に在籍し高い
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～｢ 観光歴史教育論｣ を基底としながら～
学習 意 欲 を有 す る生 徒 の声 で あ るこ と は考慮 に入 れ る必 要 はあ るも のの､ 教 師側 か､ 教育 課程 の誤
謬 へ の対 処 として 受 験対応 を優 先 し たｶﾘｷｭﾗﾑ を編成 せ ざ るをえ な かっ だ のに対 して､ 生 徒側
に は､ 受 験 を離れ た歴 史知 識 を学 ぶ意 欲 は極 め て高い も の かお るこ とを証 左す るも ので もあ る｡
ま た､ そ の一 方で は､ 歴 史知 識 を学 校授 業 に依 存す る こ とが圧 倒 的 に強 い 現今 の生 徒は､ 授 業 で
取 り扱 うこ とがな け れば､ｱﾍﾝ 戦争 の背 景 も知 らず､ 辛亥 革命 にっ な が る孫 文 の動 向 も知 らない
まま に 中 等教 育 の課 程を 終え るこ と とな り かね ない こ ともま た､ 当ｺﾒﾝﾄ は示 し てい る｡ い わゆ
る 世界 史 未履 修下 に あっ た時 の過 去 の理 系生 徒 では､ 日本 史Ｂ につ い て は受 験知 識 も含 めて深 い 理
解 を示 し てい なが ら も､ 一 方 で､ｱﾒﾘｶ 合 衆国 がｲ ｷﾞﾘｽ か ら独 立 した 事 につ い て不明確 な認識
し か持 ち 得てお らず､ そ れ を質 し た とこ ろ､ 当該 生徒 か ら は､｢ 授 業 で習 っ たこ と がない｣｢ 習 っ た
か もし れ ない が忘 れ た｣ とす るｺﾒﾝﾄ が返 っ てきて 大い に失 望 させ られ た こ とが あ る｡ 現在 の生
徒 は､ 自 ら歴 史知 識 を習得 し よ うと はし ない でそ れ を学 校授業 に 依存 す る傾 向 が強 く､ 授 業 で取 り
上 げ るこ と がなけ れ ば､ 最 低 限 ともい え る歴 史知 識､ 地 域認識 す ら持 ち合 わせ ない こ とが起 って く
る18 ．そ の 一方 で､ 与 え られた も のに は的 確 に対応 す る と ともに､ 知識 習 得 に対 す る意欲 は決 し て
低 くは ない｡ そ うし た生徒 の現実 に対 し て､ 大学受 験 の あ り方 や 教育 課程 全 体 を見 据えつ つ､ 中 等
教育 段 階 で､ 地理･ 歴 史 に わた る社 会 科 的知 識 を広 く授業 で 取 り上げ る必 要 も あ るとい え る｡ し か
し なが ら､ 世 界史 未履 修 問題 におい て浮 き彫 りとなっ た 高等 学校 にお け る地 歴 科履 修 の課題 は､ 何
ら 改善 されてい ない のが 現況 な ので あ り､ そ れ を､ 学 校 と現場 教員 の｢ 努 力｣ のみ で解 決す る こ と
は到 底 困難 で あ る とい え る｡ こ うした 現 状 に葛藤 し なが ら､｢ 未履 修｣ を追及 され た教員 は､ そ の後､
粛々 とそ れに対 応 し､ 生徒 の幅広い 知 見 の習 得 と進 路実 現 とのた めに､ 正 に骨 身 を 削っ てそ れ に応
対 して い る のが現 実 なの であ る｡
3､｢ 地歴基 礎｣ 導入へ向けての視 座
（1 ）日本学術会議｢ 提言｣ をめぐって
いわゆる世界史未履修問題を契機として､地歴科履修をめぐる課題は如実に示されていながらも､
新学習指導要領において､ 当課題への対応は何ら提示されることはなかった｡ そうした中で､ 冒頭




｢分科会｣ における｢ 提言｣ では､｢ 歴史基礎｣ と｢ 地理基礎｣ を新設し､ ともに必修にすること
が提起された｡ 検討がなされている新科目について､ 例えば､ 世界史と日本史とを融合した｢ 歴史
基礎｣ に関して､ 高橋昌明は｢ 一国完結型の日本史と､ 日本が近代になってやっと､ しかも主に否
定的な形で登場する世界史が､ 別々に教えられている現行とはまったく異なる内容｣ で､｢ 暦や紀年
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法､ 時間の問題｣ や｢ 家族･ 親族（宗族）の国際比較｣ 等のﾃｰﾏ 学習を主体としながら｢ 事項中
心､ 暗記中心で『歴史離れ』が云々されている歴史教育の現状からの脱皮を意図している｣1  9とす
る指針を示している｡ また､｢ 提言｣ においても､｢｢ 歴史基礎｣ では歴史的思考力の育成と歴史的知
識の教授とに同等の比重をおき､歴史を｢考える楽しみ｣ を味わえる教科に変えてゆく必要かおる｡
そのため､ 主題学習の充実をはかるとともに､ 各章の冒頭や章末に設問を設け､ 生徒たちが考える
面白さを味わえるように工夫する｡ また､ 調べ学習､ ｸﾞﾙｰ ﾌﾟ研究･ 発表･ 討論､ 資料･ 年表の収
集･ 解読などの機会を増加し､ 自発的な学習に導く｡｣2  0とする内容構想も提示され､ 硬直化した
歴史教育の現状において､ その新たな形を模索しようというこうした提起には､ 賛意を示すもので
はある｡｢ 地理基礎｣ についても同様で､ 未履修問題について論じる西岡尚也が､｢ 学習者の世界認
識（空間･ 地理認識）の形成が不十分のまま､ 歴史認識を強引に押しつけようとしても消化不良にな
ってしまう｣｢ その地域の地域像＝現在の地域ｲﾒｰ ｼﾞが描かれない状態で､ 不完全な地域像の上
に｢ 歴史像＝過去から現在の人間活動｣ を理解させることには無理かおる｣2  1として､ 社会科学習
の基礎としての地理学習の効用について述べるように､｢ 地理基礎｣ の導入もまた､ 喧伝されるい
わゆる｢ 地理離れ｣ を抑えるとともに､ 地理的発想を基盤とした豊かな思考力を育成することに資
するものとも思われる｡
しかしながら､ 両科目を新必修科目として導入することを想定した場合､ 実際の履修のおり方を
考えると､ 困難な問題を惹起することは不可避であるといえる｡ 従来の必修科目最低単位数は､｢ 世
界史Ａ｣2 単位に加えて､ 受験対応を視野に入れた｢ 日本史Ｂ｣ あるいは｢ 地理Ｂ｣4 単位の履修
が一般的であるが､ Ｂ科目4 単位はそのまま受験科目として残存させ､｢ 歴史基礎｣｢ 地理基礎｣ 各2
単位を必修とするならば､ 必修科目の単位数が増えることとなり､ いわゆる未履修問題につなが
った､ 週5 日制の窮屈なｶﾘｷｭﾗﾑ の中で､ 一層の負担となることは避けられないからである｡
これに対して､｢ 分科会｣ では､ 必修科目として､ 地理･ 日本史･ 世界史を統合した｢ 地歴基礎｣2
単位も検討の俎上にのぼったものの､ 桜井由躬雄が｢ 現状では世界史･ 日本史と地理とでは､ 共有
するところがほとんどない｡ 地歴基礎科目を必修とする案は､ 理想であっても現実には長期の階梯
を必要とする｡ 現時点での地歴統合は現実的ではない｣2  2と述べるように､ その導入は｢ 現実的で
はない｣ との理由で斥けられた様子である｡　しかしながら､ ここでの｢ 現実的｣ な対応は､ 実際の
履修のおり方を想定するなら､ 前述のように､ 全く｢ 現実的｣ なものとはいえないのが実態である
といえる｡










｢提言｣ は､ 上記の事柄を挙げ､｢ 将来的にGISなどの利用が定着して歴史と地理の担当者間の
交流が高校でも大学でも活発になれば､ 地歴基礎案も考えられるだろう｣ と留保を加えながらも､
その条件整備には時間がかかるとして､｢ 地歴基礎｣ 案を斥けている｡　しかしながら､ ここでの指
摘は､ 二つの点で､ その誤謬を指摘しなくてはならない｡
第一に､現場の対応に対する現状認識が的確になされていない点である｡教員養成課程において､
もちろん､ 歴史､ 地理､ それぞれの専門性の向上が図られ､ それぞれの課程における教員養成が企
図されているものの､ あくまでも免許科目の技量として求められているのは地理･ 歴史相互の指導
力を有する｢ 地理･ 歴史科｣ であり､ なおかつ､ 前述したように､ 依然､｢ 社会科｣ としての教科
の範躊が厳然として存在する学校現場においては､｢ 公民科｣ の免許を有することも当然視されて
おり､ あるいは､ 中･ 高一貫または連携の観点から教員採用の段階で､ 中高両種の社会科関連の免
許取得が求められているｹｰｽ も多い2 4｡ また､ 学校現場においても､ 一部の進学校を除いては､
地理･ 歴史あるいは公民まで授業科目として担当する教員も少なくない｡ 現実問題として､ 少なく
とも形式上において教員養成が｢ 歴史と地理の教員養成は別々｣ であることはないし､｢ 現場の担
当教員も歴史と地理で別々であることが多い｣ わけでは決してない｡ 混迷する社会状況において､
それに対応した柔軟な発想を基とした､ 総合的視野を有した､ 正に｢ 社会科｣ 的発想が､ 地理･ 歴
史､ それぞれの教員に求められている｡ 現実の教員養成が､ 地理･ 歴史､ 一方に偏したものであれ
ば､ それを是正し､ 双方に通じた養成課程の構築も必要であろうし､ その一方で､ 現実に現場教員
は､ 双方の教科指導が求められ､ その要請に応えながら日々努力している厳然とした事実かおる｡
｢社会科｣ 教員として奮闘する現場教員の総合性と､ またその衿持･ 力量とを､｢ 提言｣ はあまり
にも軽んじてはいないだろうか｡
第二に､ 歴史系と地理系の研究者らの相互交流の不足による問題ということは､ 確かに､ 教科書
執筆等の現実的な取り組みとしては大きな課題となろうが､ そのことを､ 科目編成を検討する上で
の障害とする見方は､｢ﾀｺ つぼ｣ｲﾋ した､ 自らの専門性を脱しようとしない研究者側の手前勝手
な論理であって､ いわば､ そうした瓊末な研究者側の事情によって､ 科目編成を斟酌する必要は全
くないのではないだろうか｡ ここにおいても､ 現今の地理･ 歴史教育において正に発揮されるべき
｢社会科｣ 的発想が､ 全く意識されていないことがうかがえる｡ また､ 専門性の観点からも､ 地理
が有している｢ 自然科学と人文社会科学の両面｣ を､ 地理歴史の統合科目で教授することは決して
不可能ではないし､ 地理の自然科学的学問分野を交えることで､ 歴史教育の発想が豊かになること
も考えられる｡ 融合科目の設置にあたって､ 地理･ 歴史､ いずれにおいても､ 専門家らの論議も含
めた､｢ 教授しなければならない｣ とする固定的な教科内容に関する意識を一掃することが必要で､
それらを越えた､ 新しい学習内容の検討が必要である｡ そのためには､ 地理･ 歴史､ それぞれの学
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問的枠組みを越えた､ 新たな着想が求められており､ 同時に､ それらの知識･ 教養等こそ教授すべ
き内容として検討することが必要である｡ そのために､ 地理･ 歴史相互の研究者の連携は言うまで
もないが､｢ 社会科｣ 授業において､ 日々それらに取り組んでいる現場教員を､ その科目編成にお
いては積極的に登用すべきだろうし､ また､ ここにこそ､ 社会科教育の専門研究者が力量を発揮す
るべき場があるにちがいない｡ 地理･ 歴史研究者の狭倭な現状認識だけで､｢ 地歴基礎｣ 導入を悲
観的に捉える理由は全く無いのである｡
一方で､｢ 提言｣ が､ 考古学･ 人類学の成果を積極的に取り入れることを取り入れることを提議
していることには大いに賛成である｡｢ 提言｣ も示すように､ 地理･ 歴史教育において､ 考古学･
人類学研究者の関与の度合いは高くはなく2 5､考古学･ 人類学に関わる資料も教科書中に取り上げ
られることはあっても､ おざなりの感は否めず､ それらを主体とした授業を視野に入れたものはほ




課題｣2  6であると捉え､ その研究のあり方は､｢ 歴史基礎･ 地理基礎の創設や､ 地歴科そのものを
総合化するための理論的基盤をも与える｣2  7とするが､ 正に､ 細分化した地理･ 歴史教材の捉え方
を､｢ 社会科｣ 的発想から総合化し､ 再編していくための手がかりとして､ 考古学･ 人類学､ さら




また､ とりわけ歴史教育について､ 歴史教科書の記述に基づく｢｢ 正答主義｣ の傾向｣ を排除し｡
｢歴史的思考力を育成する方法の独自の開発が不可欠｣ であるとする中で､｢ 関係学会などで重要
用語を厳選するｶﾞｲ ﾄﾞﾗｲﾝ を作成し､ 大学入試の出題をそのｶﾞｲ ﾄﾞﾗｲﾝ 内で行うとともに､ 歴
史的思考力を問う問題の出題を増やすように働きかけてゆく｣ という提言2 8も非常に重要である｡
前述のように､ｾﾝﾀｰ 試験や国公立大学二次試験はともかく､ 私大入試においては､ とりわけ､
特定の出版社の用語集が金科玉条たるべく重んじられ､ そこに記載されていることを大義名分とし
て､ 半ばｸｲ ｽﾞのような歴史問題が出題されることすらある｡ 出題する側も､ 自らの無益な受験勉
強を顧みながらもそうした出題に疑念の余地を持つことはなく､ また､ それに相対する高校教員も
その現状を受けて､ ひたすら暗記を強制するような授業を展開し､ 生徒は､ ただその現実に振り回
されて､ 歴史的考察を深めることの面白さなどから徹底的に排除されながら､ やみくもに受験用語
を暗記し､ 学習を進めていく｡ そして､ 受験が終わればそうした用語は全く忘却され､ 歴史学習の
成果として､ 何の得ることもなく､ 単に受験の道具として歴史学習に接した体験があると回顧する
ことばかりであり､ そうした中で､ 歴史的思考力はもちろん､ 歴史的常識すらも体得しないままに
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未履修にならない措置がとられねばならない｣2  9とする､ 正に非現実的な言もなされていて､ そう
した発想が､｢ 分科会｣ の大勢をなすものであれば､ その姿勢にも大いに疑問が残る｡ いわゆる難関
大学を中心に､ 受験科目として4 単位の地歴Ｂ科目を設定している大学が多いことから､ 地歴Ａ科
目が軽視されがちである現状かおり､ あまつさえ､ 受験科目にならないようなことがあれば､ その
履修が効果的なものとして機能しなくなることは明らかであり､ 受験に対応せずして高等学校にお
ける科目履修が成り立ちうるとは到底思えないからである｡ 同時に､｢ 世界史､ 日本史科目履修者に
は､ 歴史基礎履修を免除するみなし規定｣3  0も検討されているともされ､ そうなれば､ 受験科目と
もならない当該科目を履修させる学校がどれだけあるのか甚だ疑問となる｡ その場合には､｢ 歴史基
礎｣｢ 地理基礎｣ が必修科目として導入されたとしても､ 高い理想だけ掲げただけで､ 高校現場にお
いては､ 単なる厄介者扱いをされるだけではなく､ 代替科目の履修によって､ ほとんど履修の実績
がなくなる､ といったことすら懸念される｡
履修の実際をめぐって､｢ 提言｣ では､ 以下のような案も提示されている3 1｡
①現Ｂ科目（世界史･ 日本史･ 地理各4 単位）を2 単位に減少させた上で､1 科目を選択させ
て､ 基礎科目（合計4 単位必修）と合わせて計6 単位とする｡
②現Ｂ科目の4 単位制を維持するのであれば､ 選択必修制をやめ､ 選択しないことも許容する
単純選択制にすることによって､ 大学受験をしない生徒は基礎2 科目計4 単位で修了とし｡
大学受験をする生徒はさらに1 科目4 単位を履修して､ 計8 単位とする｡
これらは､ 前述の用語のｶﾞｲ ﾄﾞﾗｲﾝ 設定と合わせて､ 現Ｂ科目を抜本的に改革しようという野
心的な案で､ そこでの前提として､｢ 地理基礎｣｢ 歴史基礎｣2 科目4 単位必修を貫徹することが考
えられていることがわかる｡4 単位とする基礎科目を重視するいずれの案においても､ 実施に際し
ての最低条件は､ 前述の受験科目との関連において､｢ 地理基礎｣｢ 歴史基礎｣2 科目4 単位での受
験が､ いずれの大学においても可能となるということであろう｡ｾﾝﾀｰ 試験での地歴2 科目受験
が､ 今春の受験から可能となったが､ 例えば､ 基礎科目4 単位とＢ科目の受験が採り入れられてい
けば､ 学校現場における基礎科目の定着度も高まるものと思われる｡ しかしながら､ 実際の履修の
場において､ ①案にいうＢ科目2 単位設定は､ 少なくとも現状のＢ科目のおり方から考えれば発想
し難いし､ ②案にいう必修8 単位は､ もちろん､ 地歴科だけで見れば最良のものとなろうが､ 既述
しているように､ 公民科の必修科目との抱き合わせや他教科における必修科目の配列を考慮にいれ
れば､ その負担過重は大きすぎると思われる｡
｢提言｣ における｢ 歴史基礎｣｢ 地理基礎｣ からなる基礎科目4 単位を必修とする案は､ その学習
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効果において疑念を差し挟むものはないものの､学校現場の現状を勘案すれば､その実施において､
極めて困難なものかおるといわざるをえない｡ 同時にそこで示された｢ 地歴基礎｣ 悲観論ともいう
べき､当科目に対する否定的な見解は一掃されるべきで､高校現場における履修状況等を勘案して､
新たな必修科目の設定を構想するならば､ 地理と日本史･ 世界史を融合した｢ 地歴基礎｣2 単位の
導入こそが有効であると考えることができるのである｡
（2 ）｢地歴基礎｣ 試案の提起
｢地歴基礎｣ の学習の実際を想定するならば､ 日本から世界への地域区分ごとに､ その地理的状
況をまとめつつ､ 地域に特徴的な史跡や産物を通して歴史学習に連関させる主題学習を主体とする
ことが考えられる｡ そこでは､ 旧来の歴史学習でいう歴史語句や年代及び地理学習でいう地名･ 物
産の暗記主義的学習手法から完全に脱却し､ 地域そのものを焦点化し､ 地域における地理的歴史的
課題を取り上げ､ 探究させていくことを学習課題として設定していきたい｡
地理と歴史を統合し､ 総合的に把握させていく発想は､ 既に､1930 年代に､ 喜田貞吉によって提
起されている3 2｡ 国定教科書における南北朝正閏問題との関わりで知られる喜田は､ 一方で､｢ 土






たのは｢ 郷土｣ のあり方であり､ 地域の様相から歴史的地理的特質を抽出し､ それを考察の対象と
した点では同一で､ 地域の事象を地理･ 歴史相互の観点から俯瞰して探究していく方向性は喜田の
視野と共通するものであったといえる｡ そうした戦前期における認識も踏まえつつ､｢ 地歴基礎｣
の設定の意義を考えるならば､ 戦後において､ 分化的状況が進んだ社会科のありかたにおいて､ そ
れを統合し､ 総合的観点を回復させる意味からも､ 一つの大きな好機と捉えることができる｡ それ
を､ 現況における地理･ 歴史相互の研究者らの自らの専門性に縛られた窮屈な発想によって抑制す
ることは､ 混迷する社会状況において今こそ求められるべき社会科を基点とした総合的視野の育成
を妨げるものとなろうし､ また､ 実際の運用における観点からも､ 科目及び履修単位増加による現
場教員の負担感を何ら考慮しない､ 非現実的なものとなっていると言わざるをえない｡ 加えて､ た
とえば､ 世界史と日本史とを融合した｢ 歴史基礎｣ について検討すれば､ その発想は､｢世界｣ と｢ 日
本｣ とを区分けすることで歴史認識を分断させる傾向にもあった旧来の歴史学習のおり方に襖を打
ち込むものとして評価もできるものの､ それは､ 極端に日本史分野に偏っていた､ 従来の中学校社
会科歴史学習に世界史分野の学習を積極的に組み込むことで､ その意図は十分に実現することがで
きると思われ､｢ 歴史基礎｣ を高校地歴科に導入することは､ 科目融合における中学校歴史学習の意
義を損ないかねないものとなるともいえる｡ これらの観点から､ 高校地歴科における新たな必修科




一方で､｢ 地歴基礎｣ における具体的な教材開発のおり方を考える時､ それが地理と歴史の単なる
寄せ集めでは意味がない｡ 従来の通史学習や地誌学習を単に接合する意図で捉えるならば､ その統
合が｢ 現実的ではない｣ ものとして片づけられることに何ら異論を唱えるものではない｡ 当科目は､
全く新しい発想から取り組むべきで､ その一つの手法として､ 地理と歴史の双方の観点を融合させ
た授業論として筆者の主唱する｢ 観光歴史教育論｣ をとりあげたい｡｢ 観光歴史教育論｣ とは､ 歴史





なり､ 歴史的視野と地理的視野の相互関連性は極めて高い｡ このことから､ 地理･ 歴史相互の観点
から地域の状況を多角的に把握するための手法として､ 正に､ 新科目｢ 地歴基礎｣ の基礎的概念と
して成り立ちうるものであるといえるのである｡
｢観光歴史教育論｣ の発想に立脚した授業展開について構想すれば､ 地理学における地誌研究の
成果を反映させながら3 6､ 正に､ 地理･ 歴史を総合化する観点から観光のおり方に着目し､ 地域の
特色やその課題について主題学習に取り組ませ､多様な地域認識を形成させることができるだろう｡
全体構成を概括すれば､ 科目全体の導入として3 時間程度を用いて､ 歴史と地理を考察することの
意義に触れるとともに､ そのおり方について､ 日本､ そして世界を旅することの楽しさやその地理
的･ 歴史的背景を認識することから実感させることとする｡ また､各地の祭礼や料理など､民俗（族）
学的視点も参照させ､ 世界各地の地域のあり方について､ 多角的に理解させるための手がかりとす
る｡ さらに､ 内容では､ 日本と世界の歴史と地理について､ 地域ごとに概観し､ その認識を深める
こととし､ その際､ 領域ごとに2 つ程度の都市や地域を取り上げて､ 観光者の観点から､ 歴史的･
地理的特色や地域振興のあり方について把握させるとともに､ その背景にある各地域の抱える課題
について考察させることとする｡ 最終章においては､ 地理的･ 歴史的特色に立脚した､ 国内･ 海外
の旅行計画を立案させ､ その学習の成果についてまとめさせることとする｡ 終わりに､ 科目全体の
まとめとして3 時間程度の授業時間を設定し､ 既習事項を整理しつつ､ 現代世界に内在する諸問題
の背景としての歴史的･ 地理的状況について考察させるとともに､ 一体化した世界のあり方につい
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資料1　｢ 地歴基礎｣学習指導案事例
第1編 日本の歴史と地理～日本を旅する～　 第2章 東北地方を旅する
2､ 単元設定の理由及び観点
日本と世界のあり方について､ 観光の視野も基底としながら､ 歴史学及び地理学的観点から捉えようとする時､3
北地方を取り上げる目的は､ 以下の事柄が特徴的なものとして挙げられる｡ 第一に､ 多様な山林を有する奥深い
山野と独特な海岸線の地形､ 沿岸の豊富な漁場から､ 歴史的にも林業･ 漁業が盛んであるとともに､ 平野部を中･C
に米作を主体とした農業も盛んで､ 全国の農林水産業の拠点としての位置付けをなしている点であり､ 第二に､ 歴
史的経過の中で､ 中央政権と対峙した独自性を示しつつも､ それらが抑え込まれる形で全国的な統一がなされて
きたという点である｡ そうした地理的歴史的状況を背景としながら､ 地域独自の伝統産業や祭礼が営まれてきたこ
とも特徴的で､ それらを取り上げ､ その位置付けについて考察させることにも意義を見いだすことができる｡ また､
具体的な都市･ 村落の事例として､ 世界遺産となった平泉や近世宿場の景観を今に残す福島県会津地方の大内



















































































































































































































当実践試案における授業 目標 は以下の三点である｡ 第一 に､12 世紀に特徴的な文化圏を形成し､
世界遺産にも選定された平泉の地理的､ 歴史的状況について提示するとともに､ とりわけ､ 地域相
互の歴史的連関性を把握させる観点から､ 出土する大量の国産･ 舶載陶磁器の事例を示しつつ､｢ 列
島と北方世界の中間に位置して交易を媒介するﾀｰﾐﾅﾙ 都市｣3  7とも表現され､ 地域ﾈｯﾄﾜｰｸ
の拠点としての位置付けをなした当地のあり方について認識させるものである｡ 第二に､ 中尊寺
領骨 寺村荘園遺跡( 岩手県一 関市本寺地区) を取り上げ､ 荘園の概観を示す､ 鎌倉時代後期のもの
ともされる2 つの絵図(r 骨寺村仏神絵図｣｢ 骨寺村在家絵図｣) を提示し､ その読み取りを通じて､
地図に込められた人びとの信仰や 生活のあり方について認識し､ 地域の歴史概況を把握させるとと
もに3 8､ 絵図に描かれた景観が､ ほぼそのまま現状に残 されてい ることを示し､ 当遺跡 の意義につ
い て､ 理解させつつ､ 現代に至るまで保持 された歴史的景観の重要性について認識させ るものであ
る｡ 第三に､ その貴重な景観から､ 骨寺村荘園遺跡が､ 中尊寺などとともに世界遺産選定候補地と
し て申請され､ 地域においてその景観保護の機運が高まったものの､ その意義は世界遺産選定の経
過 で理解を得ることができず､ 結果的に当遺跡は除外されて､ 平泉の世界遺産選定が実現したこと
を提示し3  9､ 世界遺産の選定に振り回される地域住民と行政側の対応から､ 世界遺産のﾚｯﾃﾙ な
しでは注 目され得ない史跡観光のおり方 と社会状況の課題について考察 させ､ 認識 させるものであ
須賀：｢世界史未履修問題｣ の問題と高校地歴科｢ 地歴基礎｣ 新設への展望
～｢ 観光歴史教育論｣ を基底としながら～
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る｡ また､ その一方で地域住民らによる独自の地域おこしが進展していることを取り上げ､ 観光史
跡を生かした地域振興の可能性についても考察させることとする｡
当実践試案については､ 以下の諸学の観点からの分析も可能なものなっている｡ すなわち､ 平泉
の歴史的地理的概括から､ 歴史学･ 地理学による視点はもちろんだが､ 平泉の歴史状況が明らかと
なったことが1980年代からの柳之御所を中心とする遺跡発掘の成果によるものであり､ その遺物か
ら当地の歴史的おり方が把握できることを取り上げ､中世考古学のおり方を提示することができる｡
また､ 荘園絵図の読み取り作業を通じて､ 歴史地理学の一端に触れることができるとともに､2 つの
絵図において､ いずれもその上部に栗駒山が描かれることから､ 栗駒山が村の｢ﾗﾝ ﾄﾞﾏｰｸ｣ と
して認識され､ 山岳信仰の一端を示していることを明示し､ 当地における民俗学的状況にも言及す







そして､ その学習は､ 義務教育段階での地理･ 歴史の基礎的事項を総括するものとなり､ また､ 一





本･ 中国･ 韓国など東ｱ ｼﾞｱ 共通の現象として｢ 東ｱ ｼﾞｱ の理解型｣ とし､｢『どれが真実か』では
なく､ それがそのように『解釈』される論理や背景を理解すること｣｢『歴史』は誰かが選んで組み
立てた『解釈』であることを理解させる｣ ことに重きをおくことを｢ 欧米の解釈型｣ として分類し､
日本においても､｢複数存在する解釈に対して､ 知的に論理的に自分自身の解釈をおこなう能力を意
図的に育成する必要がある｣ として､｢ 歴史を『解釈』する解釈型歴史学習｣ のあり方を提起してい
る4 0｡上屋の所論は､ 歴史学習における新たな論理構築を希求するものであるが､ これを社会科教
育全体が探究していくべき課題として捉えることもできよう｡ 混沌かつ硬直化した現今の社会状況
にあって､ 学習主体の新たな発想を喚起するためにも､ その論理的思考を刺激するための学習手法
が求められている｡ その新たな科目の枠組みとして､｢ 地歴基礎｣ を位置づけることは大きな意義
を有するといえる｡ 同時に､ その観点において､｢ 観光歴史教育論｣ の視点を取り入れることの有
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用性は､ 極めて高いものとなってくる｡｢ 観光歴史教育論｣ は､｢ 解釈型｣ 学習を基礎としつつ､
その歴史表象のあり方について｢ 観光｣ の立場から論及し､ 具体化した授業手法であり､ なおかつ
それは､ 歴史･ 地理相互の観点から地域を見つめ､ その社会的課題を考察する授業論として機能す
るからである｡｢ 地歴基礎｣ を｢ 現実的ではない｣ とする発想から脱却させるためには､ 当科目の
基本概念として､ 地理･ 歴史双方の科目の要素を取り入れつつ､｢ 解釈型｣ によって､ 歴史事実や








後の質疑応答で､ 若い女性が質問に立った｡｢ 私は浪江町出身です｡ 私の世代の多くは『原発で働け
ば安泰だ』と言われました｡（中略）子どものころ､ 学校で原子力のﾎﾟｽﾀｰ を描かせるなど原子力
を身近に感じさせ､ 安全教育とい う名の洗脳で想像力 を衰えさせ､ 原子力に疑いを持たせない人が増
えました｡ 知事は､ 原子力の問題に取り組まれている間､ 浜通り（福島県太平洋沿岸で原発立地地域）
の子供たちへの原子力教育に対して､ どんな考えをお持ちでしたか？｣ 彼女は､ 原発と大人の｢ 嘘｣
を鋭く告発した｡｢ 原発の後は原発で｣ と､ 自ら原発に依存した経済体制から抜け出せなかった大人
たちは､ どんな責任を子どもたちに負わなければならないのか｡（以下略）｣4 1
この時､ 佐藤に対して鋭い質問を発した｢ 若い女性｣ とは､ 筆者が､ 十数年前に､ 福島県浜通り
の高校に赴任していた当時､ 担任をしていた教え子である｡ 当時から､ 学校の様々な規制に率直に
疑問を呈し､ 自らの考え方をはっきりと提示する生徒であり､ その問題意識はﾕﾆｰｸ で､ 当時､
新設校として､ 全国初の単位制全日制高校であることを標榜し､ 県内ではまれな私服登校を許容し
ていた当校ならではの､ 型にはまらない､ 特徴的な生徒であった｡ 一方で､ その自由な発想は､ 他
の教員や同級生と軋蝶を生むこともあったのは事実であった｡
彼女の言う｢ 想像力を衰えさせ｣ るための｢ 安全教育という名の洗脳｣ とする批判は､ この当時､
地域的な実情を思慮しつつ､ 現代社会の授業で原発問題をあえて取り上げなかった自分自身にも突
き付けられた思いがする｡ なおかつ､ それは､ 現実の課題を直視せず､ 画一的かつ予定調和的な教
材を提示し､ その理解を半ば強制しながら､ 情感的な生徒の感想を引き出すことで満足してきた社
会科教育のおり方そのものの根底を厳しく問うものであるにちがいない｡
いみじくも､ 結果的に､ そうした状況において､ 後期中等教育における社会科教育のおり方を問






また､ その議論に加わっている社会科教育学の研究者もごくわずかである｡ このことは､ 学界とし
ての社会科教育研究の浅薄さを示すものとも断ずることができる｡ 顧みれば､ そうした事態は､ 当
新設科目に関する議論の契機ともなった｢ 世界史未履修問題｣ でも同様で､ 先述した通り､ 現実的
な対応に終始せざるを得なかった現場教員の苦悩の結果である未履修のあり方は､ それがﾏｽｺﾐ
等によって一方的に指弾されるばかりで､ 当時､ 日本社会科教育学会はじめ､ 社会科教育系学会に
よって､ それに関連して現場の意を汲むような意見なり､ 改革の提言なりの行動が起こされること
は､ 管見では全く見出せなかった｡ 今般の震災においても､ その賛否は措くとして､ 原発のあり方
を積極的に取り上げてはこなかった現状に対する総括は､ それら学会､ 研究者らにおいて行う必要
はあるだろうが､ いまだ､ それが明瞭なものとしては示されていない｡ また､ 本来は､ 地歴科新設
科目の議論についても､ 賛成にしろ､ 反対にしろ､ その意思表示を明確にしながら､ 論議の根幹を
なすのが社会科教育系学会の場でなければならないはずであるがそれがなされている様子は全く
ない｡ 現実的課題から目を背けた｢ 想像力を衰えさせ｣ る教育が行われていたことが課題なら､ そ




会､ 及び､ それに関与する社会科教育学者は､ その観点において､ 大きな課題が突き付けられてい
るということができるのである｡
【注】
1 2011 年06 月09 日付『朝日新聞』｡
2 http://ｗｗｗ.scj･gｏj p/ja/info/kohyo/pdf/kohy 0-21 -t 13 0-2.pdf､以下｢ 提言｣ と記す｡
3｢ 提言｣､1 聾［｡
4 同前｡
5 西岡尚也｢ 高校世界史未履修問題にみる社会科教育の課題　一 大学生へのｱﾝｹｰﾄ と新聞報道を中心にｰ｣『琉
球大学教育学部紀要』72集､2008 年､ 同『琉球大学社会科論集:高嶋伸欣教授退職記念』2008年｡
6 安井萌｢ 世界史未履修問題と岩手大学生－ｱﾝｹｰﾄ 調査結果によりながらｰ｣ 『岩手大学教育学部附属教育実践
総合ｾﾝﾀｰ 研究紀要』第10 号､2011 年｡
7 2006 年10 月16 日付『北日本新聞』｡
8 前注6 に同じ｡
9 安井は､ｻﾝ ﾌﾟﾙ 数が少ないこともあり｢ なお検証を要する問題｣ としながらも､ そうした結論を引き出してい
るが､ 世界史未履修が理系生徒を対象としていたことが多いことを勘案すれば､ 人文社会学部生の未履修率の低
さは､ その興味の度合い というより､ 文系生徒に対しては世界史履修が的確になされていた場合が多いため､ と
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いう極めて単純な理屈に帰結するものと思われる｡ また､ 生徒･ 学生のｺﾒﾝﾄ を参照する際､ 日本史中心の中
学校までの学習状況を背景に､ 高校生では､ 成績上位の者ほど､ 受験科目に世界史を選択する者が多く､ 世界史
学習に対する抵抗感も少ない傾向にあり､ いわゆる｢ 成績上位者｣ としての国公立大合格者にあたる当大学文系
学部生の世界史学習へのｺﾒﾝﾄ を､ 高校生全般のものとして一般化することには､ やや難があることにも留意
する必要があるだろう｡
1 0 田城賢司｢ 高校世界･ 世界史学習の現状｣ 歴史教育者協議会編『歴史教育･ 社会科教育年報』三省堂､2007 年｡
一方で､ 田城は､ 同稿において､ 世界史の必修化に関して｢ ｸﾞﾛｰ ﾊﾞﾙ 化の進展が事実だとしても､ 教育現場･
社会からの要請に基づく必修化でなかったことは確かだ｣ として､ 世界史必修のおり方について客観的な分析も
行っており､ そうした記述からは､ 現場教員の立場からの､ 世界史未履修問題の対応へのある種の葛藤も読み取
ることができる｡
1 1 前注6 に同じ｡
1 2 原田智仁『“世界を舞台町こ歴史授業をつくる』明治図書､2008 年､4 頁｡ 当記述は､ 授業実践論としての一般書
に寄せたものであることから､ 原田の真意は図りかねるものもあるが､ 現場教員のいわば苦肉の策としてのその





文部科学省｢ 高等学校等の未履修開始年度等について｣ 平成18 年12 月13 日｡｢
提言｣､2 頁｡
1 5　　｢提言ﾑ2 頁から3 頁｡
1 6 山川出版社『日本史用語集　 改訂版』2009 年では､ その用語数として､ 独立の説明文を付したもの約6900､ 教
科書掲載頻度数のみを示したもの約4900､ 計約11800 個を取り上げている（同書｢ 凡例｣ 参照）｡
1 7 筆者は､ 福島県会津地方に所在していた当勤務校において､ 戊辰戦争を通じて､ 地域の歴史的経過を認識させる
とともに､この時の白虎隊が､ｱ ｼﾞｱ 太平洋戦争に直面する中で戦意高揚のために利用されていった経緯に触れ､
戦争と地域のあり方について考察させる実践を行ってきたが（須賀｢ 歴史教育における多様な歴史認識形成への
視座一会津の『二つの敗戦』からみる地域･ 戦争･ 平和一｣『史境』52 号､2006 年参照）､この年は､ 授業時数
の不足からそこに言及することはできなかった｡ いわゆる未履修問題においては､ 必修科目の履修のあり方が論
議されたが､ 形式的な科目の履修よりも､ より重要なのは歴史認識､ 及びそれに付随する地域認識をいかに高め
させることができるかという方策を模索することにあるはずである｡
1 8 この問題について､ 筆者は､｢ 地域史教材を用いた歴史観の育成と地域認識の形成｣ 谷川彰英監修､ 江口勇治ら
編著『市民教育への改革』東京書籍､2010 年においても取り上げたことがある｡
1 9 高橋昌明｢ 日本史･ 世界史総合科目について一日本史の立場からｰ｣ 日本学術協力財団『学術の動向』2008 年
10 月号｡
2 0　　｢提言｣17 頁｡
2 1 前注5 に同じ｡












2 8　　｢提 言｣11 頁｡2





須賀：｢世界史未履修問題｣ の問題と高校地歴科｢ 地歴基礎｣ 新設への展望
～｢ 観光歴史教育論｣ を基底としながら～
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3 2 喜田の当該所論については､ これまでほとんど取り上げられることはなかったが､ 中等社会科教育学会第30 回
全国研究大会における自由研究発表としてなされた､ 大野智史｢ 喜田貞吉の歴史教育論－｢ 歴史地理｣ と地方へ
の視点－｣ は､ 注目に値する｡
3 3 喜田貞吉｢ 国史地理資料（一）｣『歴史地理』第8 巻第10 号､1906 年｡
3 4 野渾秀樹｢ 柳田國男と小田内通敏一｢ 郷土研究｣ をめぐってｰ｣ 『放送大学研究年報』第26 号､2008 年｡
3 5 須賀忠芳｢『観光歴史教育論』の構築とその試み｣ 東洋大学国際地域学部『観光学研究』9 号,   2010年｡
3  6
地理学における地誌研究においては多くの成果が残されているが､ 最新のものでは､ 田村俊和･ 石井英也ほか編
『日本の地誌』（朝倉書店）のｼﾘｰ ｽﾞが発刊されている｡
3 7 入間田宣夫｢ 平泉藤原氏と奥大道の開発｣ 渡辺信夫編『東北の交流史』無明舎出版､1999 年｡
3  8
中尊寺領骨寺村荘園遺跡及び､ 骨寺村絵図については､ 以下の諸論を参照した｡ 古田敏弘｢ 骨寺村絵図の地域像｣
葛川絵図研究会編『絵図のｺｽﾓﾛ ｼﾞｰ 下巻』地人書房､1988 年､ 大石直正｢ 東北中世村落の成立一中尊寺領
骨寺村－｣ 羽下徳彦編『北日本中世史の研究』吉川弘文館､1990 年､ 黒田日出男｢ 描かれた東国の村と堺相論
一陸奥国中尊寺領骨寺村絵図との＜対話＞－｣ 国立歴史民俗博物館編『描かれた荘園の世界』新人物往来社､1995
年､『岩手県一関市埋蔵文化財調査報告書第5 集　骨寺村荘園遺跡』､2004 年｡
3 9 当初､ 平泉をめぐる世界遺産の選定は中尊寺･ 毛越寺などに加えて､ 骨寺村荘園遺跡や長者ヶ原廃寺跡などを含
む9 資産で取り組まれていたが､2008 年7 月ﾌ 日にその登録は見送られた｡ その要因として､｢ 浄土 思想を基層
とするする文化的景観が､ 外国の委員には理解が難しい｣（高橋一男平泉町長（当時）の発言､『朝日新聞』2008　　
年7 月ﾌ 日付夕刊）ことが挙げられ､ その後､ 骨寺村荘園遺跡等を除外した､ 平泉町内の5 資産に絞り込んで改
めて登録申請がなされ､2011 年6 月25 日に登録が実現した｡
4 0 土屋武志『解釈型歴史学習のすすめ』梓出版社､2011 年｡
4 1 佐藤栄佐久『福島原発の真実』平凡社新書､2011 年､246 頁｡
